
CO2 削減貢献量の評価・表示・標準化に関する調査・研究（概要） 
 
１． はじめに 

低炭素社会の実現のために、製品やそれに使われる素材・部品の生産段階の GHG

排出量を削減する取り組みが従来から広く行われてきた。しかし、近年では、生産

段階だけでなく、使用段階等を含めた、製品・サービスのライフサイクル全体にお

ける排出量削減が重要であると認識されるようになっている。この、新製品の開発

により削減される使用段階での CO2 排出量を「製品の CO2 削減貢献量」と呼ぶ。 

本研究では、社会全体での CO2 削減貢献量の評価や報告・表示、その標準化に関

する動向や課題、今後の方向性等を調査・研究し、グローバルな、ライフサイクル

全体を通した排出量削減のあり方を検討する際の一助とすることを目的とした。 

特に、本調査・研究では海外の動向として、温室効果ガス削減貢献量ガイドライ

ンを発行している国際化学工業協会協議会(ICCA)とその活動に参加している研究機関

の動向を調査することにした。また、数年前からガイダンスの発行を計画している

GHG プロトコルの動向を調査することにし、これらの関係者を招いて、東京で『講

演と討論会「温室効果ガスの削減貢献量」』を開催することにした。本報告では、

この講演と討論会の概要を含めて報告する。 
 
２． 調査及び研究結果 

2.1 CO2 削減貢献量算定の動向 

日本国内では、化学業界、電機・電子業界において温室効果ガス排出削減貢献量

算定に関する手法開発が進み、また、地方自治体においても川崎市、滋賀県等が温

室効果ガス排出削減貢献に関する制度運用を開始した。日本のみならず、国際化学

工業協会協議会及び WBCSD chemicals が温室効果ガス排出削減貢献量算定に関する

手法を公表し、GHG protocol が手法開発を検討するなど、温室効果ガス排出削減貢

献量の算定に関する世界的な関心が高まっている 1)。これらの活動を受け、手法論

の統一化を目指し、日本 LCA 学会が、2015 年に「温室効果ガス排出削減貢献量算定

ガイドライン」を発行した 1)。このガイドラインは英文に訳され 2)、広く海外に紹介

されている。 

また、本調査研究が行われた 2017 年 12 月には、経済産業省が「グローバル・バ

リューチェーン貢献研究会」を開始した 3)。この研究会は、我が国の製品が海外で

CO2 排出量の削減に貢献していることを訴求する方法論の構築を目的としていると

理解できる。2017 年度中にガイドラインを発行する予定になっている。 
 

 



2.2 CO2 削減貢献量の算定方法 

 前述した日本 LCA 学会のガイ

ドラインに示された削減貢献量

の算定方法を図１に示す 1)。削

減貢献量を発現する製品は、削

減貢献量を評価する部品や部材

（当該製品）が組み込まれた最

終製品である。①当該製品が組

み込まれた最終製品と、当該製

品が組み込まれていない従来使

用されている旧製品（これをベ

ースラインという）の CO2 排出

量の差（削減貢献量）を算定し、   図１ 削減貢献量の算定方法 1) 

②新製品の普及量（台数）を乗じ、 

③最終製品の削減貢献量への当該部品の寄与率を乗じて、当該製品の削減貢献量を

算定する。当該製品が最終製品であれば、寄与率は 1.0 となる。 
 
2.2 日本 LCA 学会の活動 

 前述した日本 LCA 学会のガイドラインを作成した同学会の「環境負荷削減貢献量

研究会」では、2017 年度の活動として、産業別のセクターガイドを作ることを目的

に、製品別のベースラインの選定方法を検討している。この検討内容は、後述する

2018 年 2 月 9 日に行われた『講演と討論会「温室効果ガスの削減貢献量」』で報告

された。次節で述べる。 
 
３．講演と討論会「温室効果ガスの削減貢献量」の開催 

3.1 開催日時・場所とプログラム 

2018 年 2 月 9 日（金）13:00～17:00 に工学院大学新宿キャンパスにおいて開催

し、約 130 名の参加を得た。 

日本 LCA 学会環境負荷削減貢献量評価手法研究会主査である稲葉敦（工学院大学

教授）の開会挨拶の後、経済産業省産業技術環境局環境経済室⾧・亀井明紀氏よ

り、上述した経済産業省が開始した研究会について「グローバル・バリューチェー

ンを通じた削減貢献の見える化について」と題した講演があった。また、「低炭素

会の構築に向けた取組み」と題して、一般社団法人日本経済団体連合会環境エネル

ギー本部・主幹谷川喜祥氏より活動の紹介があった。 



次に、国立研究開発法人産業技術総合研究

所本下晶晴氏から上述した日本 LCA 学会の

ガイドラインの紹介があった。続いて、日

本 LCA 学会環境負荷削減貢献量研究会の今

年度の活動である製品別ベースラインの選

定方法の検討の紹介があり、海外からの招

聘者３人の講演と、この講演と討論会に先

立ち行われた海外と国内の関係者に対す   図 2-1 ベースラインの選定方法(1) 

るアンケート調査の集計があった。これら  

については次節以降に記す。 
 
3.2 製品のベースラインの設定方法 

(1) 電機製品におけるベースラインの設定

方法 

パナソニック株式会社佐々木秀樹氏より

報告があった。エアコンと LED 電球のベー

スラインの選定方法について、パナソニッ   図 2-2 醍醐氏のコメント(1) 

クと電機・電子業界の方法が紹介された。 

図 2-1 に示す。また、このセッションの座

⾧である東京大学・醍醐市朗准教授からコ

メントが示された。図 2-2 に示す。 
 

(2) 自動車業界における CO2 削減貢献量算

定事例の紹介 

 日産自動車株式会社磯部眞弓氏より、自

動車のリサイクルパーツと日産の J-クレジ    図 3-1 ベースラインの選定(2)  

ットの事例紹介があった。図 3-1 に示す。    

また、(1)と同様に東京大学・醍醐市朗准教

授からコメントが示された。図 3--2 に示す 

(3) 業界や企業における CO2 削減貢献事例

紹介～エコガラス（Low-E 複層ガラス製

品）～ 

 AGC 旭硝子株式会社池田文彦氏より、

Low-E 複層ガラス製品のベースラインの選    図 3-2 醍醐氏のコメント(2) 
 



定について報告があった。図 4-1 に示す。

図 4-2 は東京大学・醍醐市朗准教授からの

コメントである。 
 
3.3 海外からの招聘者の報告 

(1) WRI のレポートと考え方；World 

Resources Institute  Stephen Russell 氏 

 WRI が調査した削減貢献量に関する産業

界の動向の紹介があった。削減貢献量の算  図 4-1 ベースラインの選定(3) 

定は広く行われるようになっているが、 

賛否は分かれており、共通のコンセンサス

が得られていないという見方が紹介され

た。講演のまとめを図５に示す。また、

WRI の調査結果は、この３月末に発行され

る予定になっているとのことである。 
 
(2) ICCA のコンサルテーション：Ecofys,   

Annemarie Kerkhof 氏  

ICCA の削減貢献量の             図 4-2 醍醐氏のコメント(3) 

  図５ WRI のレポートと考え方；World Resources Institute Stephen Russell 氏 



算定を支援した立場での報告であった。当然ながら削減貢献量の算定に積極的であ

り、特に化学業界の削減ポテンシャルが大きいことが紹介された。講演のまとめを

図６に示す。 

図６ ICCA のコンサルテーション：Ecofys, Annemarie Kerkhof 氏 
 
(3) 企業活動と削減貢献量：Harvard School of Public Health  Dr. Gregory A. Norris 氏 

 企業間連携により GHG を削減する「Net Positive」の活動について紹介があった。

この活動は、一般社団法人日本経済団体連合が進めている企業間（産業間）連携に

よる GHG の削減に相通じるものと思われる。その紹介を図７に示す。

    
図７企業活動と削減貢献量：Harvard School of Public Health  Dr. Gregory A. Norris 氏 



3.4 削減貢献量に関するアンケート結果 

まず、 一般社団法人産業環境管理協会・鶴田祥一郎氏から、アンケート結果の概

要が報告された。海外から 55 件、国内から 25 件の回答があった。アンケートの回

答欄の 1 つに、削減貢献量の実施への好感度を聞く欄があり、尺度として「Willing 

to try」、「Opportunity」、「Challenge」、「Anxious」の選択肢が示されていた。こ

の回答を図８に示す。日本の回答は産業人が多く、大部分が「Willing to try」と

「Opportunity」であるが、海外からは「Opportunity」と「Challenge」が同数程度で

あり、関心はあるが課題も認識されていることがわかる。 

 
図８ 削減貢献量に関するアンケート結果 

 
 
続いて、回答に付されたコメントについて、総合討論のモデレータである工学院

大学稲葉敦教授から紹介と解説があった。削減貢献量の算定を支持する海外からの

意見は、「GHG の削減に役立つ」、「製品のイノベーションに役立つ」、「消費者

への GHG 削減への注意喚起に役立つ」というものであった。一方、反対する意見

は、「GHG は指標の 1 つにすぎない。GHG だけでは不十分である。他の環境負荷が

増大しているかも知れない。」、「削減貢献量は計算値であって真の削減ではな

い。」、「新製品が GHG を削減するのは最初だけで、市場でもシェアが大きくなれ

ば、返って GHG は増える。」というものであった。また、技術的な課題として、



「ベースラインの設定方法」、「関係者へのコミュニケーション」が指摘され、同

時に「1 つの最終製品の削減貢献量が複数の部品で二重計算される」ことも指摘さ

れた。 

海外からのコメントには、「コンセクエンシャル LCA」との関連性を指摘する意

見が複数あった。コンセクエンシャル LCA は将来導入される技術による環境負荷の

削減を算定する手法として近年紹介が進んでいるが、本質的には ISO-14044(2006)の

応用にすぎないというデンマークの Bo Weidama 氏のコメントが稲葉教授から紹介

された。 
 
４．まとめ 

 本調査・研究では、「削減貢献量」算定の内外の現状を把握することが目的であ

った。2018 年 2 月 9 日（金）に行われた『講演と討論会「温室効果ガスの削減貢献

量」』はその集大成である。この資料は、インターネット<http://xxx>で公開されて

いる。 
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